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１．人口ビジョンの位置づけ  

 

１－１ 位置づけ  

第２期岬町人口ビジョンは、本町における人口の現状を分析するとともに、人口減少に関する課題を

住民と共有し、今後目指すべき将来の方向と人口の将来展望を提示するものであり、「第２期岬町まち・

ひと・しごと創生総合戦略」における、人口減少の緩和、地域の活力維持の実現に向けた効果的な施策

を企画立案する上での基礎となるものです。 

この第２期岬町人口ビジョンは、国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」、「第２期岬町まち・

ひと・しごと創生総合戦略」における人口の将来展望を勘案するとともに、本町の人口の現状分析を踏

まえて策定しました。 

 

１－２ 人口ビジョンの対象期間  

人口ビジョンの対象期間は、令和27（2045）年とします。 
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２．人口の現状分析  

 

２－１ 人口推移  

（１）総人口、将来推計人口の推移 

本町の人口は、昭和 55（1980）年の 22,864 人をピークとして減少に転じ、平成 27（2015）年の

国勢調査では15,938 人となっています。 

国立社会保障・人口問題研究所（社人研）が公表した推計（平成 30（2018）年推計）によると本町

の人口は、令和 27（2045）年には 7,395 人まで減少し、平成 27（2015）年からの人口減少率は 53.6％

と、30年間で 8,500 人以上減少すると推計されています。 

 

人口推移と将来推計 

 
資料：昭和50（1975）年までは町統計、昭和 55（1980）～平成27（2015）年は国勢調査、令和2（2020）年以降は社人研「日本

の地域別将来推計人口（平成 30（2018）年推計）」の数値 
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（２）世帯数の推移 

世帯数は、平成12（2000）年をピークとして減少しています。その内訳をみると、核家族世帯は総

数と同様に平成 12（2000）年をピークとして減少、単独世帯は増加、その他世帯が減少となっていま

す。単独世帯が増加している背景としては、独居の高齢者の増加などが考えられます。 

 

世帯の家族類型別一般世帯数の推移 

 
注：単独世帯は「一人で生活している者」、核家族世帯は「夫婦のみ、夫婦とその未婚の子女、父親または母親とその未婚の子女」 

資料：国勢調査 

 

２－２ 年齢別人口の推移  

（１）人口ピラミッドの推移 

人口ピラミッドの推移では、昭和60（1985）年には年齢層のあいだで人口の差が小さい、人口の増

減があまりない「釣りがね型」であったものが、平成27（2015）年には年少人口（0～14歳）の減少

と老年人口（65 歳以上）の増加により人口減少が進む「つぼ型」に変化し、令和 27（2045）年には

90歳以上を除いて全体に人口が減少し、さらにほっそりとした型になっています。 

平成 27（2015）年からの 30年間に、20～30歳代の人口は、2,478 人から 791 人と 68％減少する

と推計されています。 
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昭和60（1985）年と平成 27（2015）年の比較 

 

平成27（2015）年と令和 27（2045）年の比較 

 

資料：昭和 60（1985）年、平成27（2015）年は国勢調査、令和27（2045）年は社人研「日本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）

年推計）」  
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（２）年齢３区分別人口の推移 

本町の年齢 3区分別の人口をみると、生産年齢人口（15～64 歳）は昭和 55（1980）年から減少傾

向にあります。また、平成 7（1995）年に老年人口と年少人口の逆転が始まっています。今後、老年人

口は微減で推移していく見込みです。令和 27（2045）年には、町全体の 54.9％が 65 歳以上となり、

生産年齢人口約 1人で 1.42 人の老年人口を支えることになるとともに、被扶養人口（年少人口と老年

人口の合計）が生産年齢人口を上回ることになります。 

 

年齢3区分別人口の推移 

 
注：平成 12（2000）年から平成27（2015）年は年齢不詳をあん分している。 

資料：平成 27（2015）年までは国勢調査、令和2（2020）年以降は社人研「日本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）年推計）」 

 

年齢3区分別人口割合の推移 

 
注：平成 27（2015）年は年齢不詳をあん分している。 

資料：昭和60（1985）年と平成27（2015）年は国勢調査、令和2（2020）年以降は社人研「日本の地域別将来推計人口（平成 30

（2018）年推計）」 
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２－３ 人口動態  

（１）自然動態の推移 

本町の出生・死亡数の推移をみると、昭和 55（1980）年は出生数 272 人に対し死亡数 150 人で、

122人の「自然増」でしたが、それ以降出生数は減少傾向にあります。 

一方、死亡数は増加傾向で、昭和 63（1988）年に死亡数が出生数を上回り、それ以降は「自然減」

が続いており、出生数と死亡数の差は年々拡がっています。 

令和元（2020）年には、出生数 39人に対し死亡数 231 人で、192人の「自然減」となりました。 

 

出生・死亡数の推移 

 
資料：大阪府統計年鑑 
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（２）合計特殊出生率の推移 

1 人の女性が一生に産む子どもの人数とされる「合計特殊出生率」の本町の推移を見ると、平成 25

（2013）～29（2017）年には 1.14 で、近隣市町と比較すると低く、大阪府や全国の数値と比較して

も極めて低くなっています。 

合計特殊出生率の低下は出生数の減少に大きく影響します。また、出生数の低下は出産年齢人口（15

～49 歳までの女性の人口）の減少にも起因していることから、出生数の増加には若い世代の人口増加

が重要となります。 

 

合計特殊出生率の推移 

 
資料：人口動態統計特殊報告 
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（３）社会動態の推移 

本町の転入・転出の動きを見ると、平成 9（1997）年の転入数573人に対し、転出数は844人で社

会動態は271人の減でした。その後、全体として転出超過が継続していますが、平成26（2014）年以

降、横ばいで推移しています。 

 

転入・転出数の推移 

 
注：日本人のみ 

資料：住民基本台帳人口移動報告 
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（４）自然増減、社会増減の影響 

グラフの縦軸に自然増減、横軸に社会増減をとり、各年の値をプロットしてグラフを作成し、時間の

経過を追いながら、本町の総人口に与えてきた自然増減（出生数－死亡数）と社会増減（転入数－転出

数）の影響を分析しました。 

昭和 30～40年代前半（1950～1960年代）では、自然増が社会減を上回り人口が増加しました。昭

和 45～55 年（1970 年代）では、自然増と社会増が重なり、人口が急増しましたが、昭和 55～平成 2

年（1980 年代）では、自然増が小さくなり、社会減が上回り人口減少期に入りました。平成 2年以降

（1990 年代以降）は自然減、社会減により人口減少が進みました。平成 12 年以降（2000 年代以降）

は自然減の値が大きくなり、人口減少が加速しています。 

 

総人口に与えてきた自然増減と社会増減の影響 

 
資料：大阪府統計年鑑、住民基本台帳人口移動報告 
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（５）年齢、男女別の人口移動の動向 

平成22（2010）年と平成 27（2015）年の国勢調査を比較し、年齢（5歳階級）・男女別の人口変動

をみると、男性では 0～9 歳と 40～49 歳、女性では 5～9 歳と 35～39 歳を除く年齢層で減少してい

ます。特に減少が著しい15～29歳では、10歳代は進学などによる町外への転出、20歳代は就職や結

婚が原因になっていると考えられます。 

住民基本台帳人口移動報告における令和元（2019）年の転出入状況では、10 歳代後半～30 歳代ま

での転出超過数が多く、特に20歳代で目立って多くなっている。 

国勢調査人口におけるコーホート変化率 

（単位：人、％） 

 
注：変化率は、年齢（5歳階級）別の人口の5年後の変化率を示している。 

例えば、平成22（2010）年に 15～19 歳の総数は 759 人であるが、5年後の平成27（2015）年には 20～24 歳の総数は

577 人となり、変化率は577／759≒0.760 となる。 

また、平成22（2010）年に 20～24 歳の総数は 754 人であるが、5年後の平成27（2015）年には 25～29 歳の総数は

550 人となるため、変化率は550／754≒0.729 となる。 

資料：国勢調査 

住民基本台帳における令和元（2019）年の転出入状況 

 
資料：令和元（2019）年住民基本台帳人口移動報告  

総数 男 女 構成比 総数 男 女 構成比 総数 男 女

総数 17,504 8,057 9,447 100.0% 15,938 7,388 8,550 100.0%
0～4歳 484 253 231 2.8% 377 186 191 2.4% 1.008 1.040 0.974
5～9歳 661 325 336 3.8% 488 263 225 3.1% 1.062 1.062 1.063

10～14歳 780 394 386 4.5% 702 345 357 4.4% 0.972 0.952 0.992
15～19歳 759 398 361 4.3% 758 375 383 4.8% 0.760 0.739 0.784
20～24歳 754 367 387 4.3% 577 294 283 3.6% 0.729 0.711 0.747
25～29歳 731 349 382 4.2% 550 261 289 3.5% 0.791 0.831 0.754
30～34歳 831 387 444 4.7% 578 290 288 3.6% 0.930 0.938 0.923
35～39歳 1,088 533 555 6.2% 773 363 410 4.9% 1.002 0.991 1.013
40～44歳 1,044 478 566 6.0% 1,090 528 562 6.8% 0.986 1.000 0.973
45～49歳 1,048 510 538 6.0% 1,029 478 551 6.5% 0.987 1.018 0.957
50～54歳 1,002 477 525 5.7% 1,034 519 515 6.5% 0.947 0.929 0.964
55～59歳 1,265 572 693 7.2% 949 443 506 6.0% 0.960 0.988 0.938
60～64歳 1,628 775 853 9.3% 1,215 565 650 7.6% 0.960 0.943 0.975
65～69歳 1,572 734 838 9.0% 1,563 731 832 9.8% 0.938 0.929 0.945
70～74歳 1,239 577 662 7.1% 1,474 682 792 9.2% 0.857 0.834 0.878
75～79歳 1,093 436 657 6.2% 1,062 481 581 6.7% 0.802 0.750 0.837
80～84歳 786 302 484 4.5% 877 327 550 5.5% 0.667 0.626 0.692
85～89歳 420 102 318 2.4% 524 189 335 3.3% 0.526 0.412 0.563
90～94歳 176 40 136 1.0% 221 42 179 1.4% 0.335 0.250 0.360
95～99歳 43 3 40 0.2% 59 10 49 0.4% 0.163 0.000 0.175
100歳以上 12 -         12 0.1% 7 -         7 0.0%
年齢不詳 88 45 43 0.5% 31 16 15 0.2%

変化率
年齢

平成22年 平成27年
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次に、国勢調査を用いて「平成 12（2000）年から平成 17（2005）年」以降の純移動数を算出し、

年齢別・男女別の動向を比較してみると、10～30 歳代の転出が多いという全体傾向に大きな違いは見

られませんが、女性の25～29 歳が 30～34歳になる間に転出する数が増加しています。 

 

年齢階級別人口移動の推移（男性） 

 
 

年齢階級別人口移動の推移（女性） 

 
注：純移動数は、国勢調査の人口と各期間の生残率を用いて推定した。生残率は、厚生労働省の「簡易生命表」の全国値を用いている。 
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（６）人口移動の状況 

＜転入者の転入元の住所地（大阪府内）＞ 

平成27（2015）年の国勢調査結果から転入・転出の状況を詳しくみると、府内の他市町村からの転

入数は、大阪市からが108 人と最も多く、次いで阪南市、堺市、泉佐野市、泉南市からの転入が多いこ

とが分かります。 

 

転入者の転入元の住所地（大阪府内） 

 
資料：平成27（2015）年国勢調査  
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＜転入者の転入元の住所地（大阪府外）＞ 

府外からの転入数について同様にみると、和歌山県からの転入数が119人となっており、次いで兵庫

県、奈良県、東京都となっています。 

 

転入者の転入元の住所地（大阪府外） 

 
 

資料：平成27（2015）年国勢調査  
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＜転出者の転出先の住所地（大阪府内）＞ 

一方、本町からの転出数の動向をみると、阪南市への転出が 216 人と最も多く、次いで大阪市、泉佐

野市、泉南市、堺市となっています。 

 

転出者の転出先の住所地（大阪府内） 

 
資料：平成27（2015）年国勢調査 

転入数と転出数の差をみると、阪南市が▲120 人、泉佐野市が▲64人、泉南市が▲42人と転出超過

となっています。一方で東大阪市が 13人の転入超過となっています。  



 

15 

＜転出者の転出先の住所地（大阪府外）＞ 

府外への転出数について同様にみると、和歌山県への転出が 192 人となっており、次いで兵庫県、東

京都、京都府、奈良県となっています。 

 

転出者の転出先の住所地（大阪府外） 

 
資料：平成27（2015）年国勢調査 

転入数と転出数の差をみると、和歌山県が▲73 人、京都府が▲26 人、東京都が▲23 人、愛知県が

▲14人と転出超過となっています。  
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＜府内＞ ＜府外＞
転入 転出 増減 転入 転出 増減

大阪 大阪市 108 125 -17 北海道・東北 北海道 2 3 -1
豊能 豊中市 1 6 -5 岩手県 － 1 -1

池田市 － 5 -5 宮城県 － 1 -1
箕面市 1 2 -1 山形県 1 － 1
豊能町 － － － 福島県 － 2 -2
能勢町 － － － 関東 茨城県 － 8 -8

三島 吹田市 4 11 -7 栃木県 － 2 -2
高槻市 6 3 3 埼玉県 3 9 -6
茨木市 5 12 -7 千葉県 10 12 -2
摂津市 1 － 1 東京都 18 41 -23
島本町 － 1 -1 神奈川県 15 15 －

泉北 堺市 77 77 － 甲信 山梨県 2 1 1
泉大津市 22 16 6 長野県 2 3 -1
和泉市 17 22 -5 北陸 新潟県 － 1 -1
高石市 2 16 -14 富山県 1 2 -1
忠岡町 4 5 -1 石川県 － 3 -3

泉南 岸和田市 31 49 -18 福井県 1 7 -6
貝塚市 27 45 -18 東海 岐阜県 1 3 -2
泉佐野市 55 119 -64 静岡県 － 6 -6
泉南市 49 91 -42 愛知県 6 20 -14
阪南市 96 216 -120 三重県 9 8 1
熊取町 10 26 -16 近畿 滋賀県 5 14 -9
田尻町 7 5 2 京都府 6 32 -26

北河内 枚方市 3 6 -3 兵庫県 46 52 -6
寝屋川市 5 4 1 奈良県 23 30 -7
守口市 4 － 4 和歌山県 119 192 -73
大東市 4 1 3 中国 鳥取県 1 5 -4
門真市 1 1 － 島根県 4 5 -1
四條畷市 － － － 岡山県 3 9 -6
交野市 － 1 -1 広島県 11 14 -3

中河内 東大阪市 23 10 13 山口県 1 2 -1
八尾市 5 5 － 四国 徳島県 2 5 -3
柏原市 3 1 2 香川県 － 3 -3

南河内 富田林市 2 9 -7 愛媛県 1 － 1
河内長野市 5 4 1 高知県 2 1 1
松原市 8 2 6 九州・沖縄 福岡県 7 2 5
羽曳野市 12 6 6 佐賀県 1 1 －
藤井寺市 － 1 -1 長崎県 － 6 -6
大阪狭山市 2 3 － 熊本県 5 － 5
太子町 － － － 大分県 3 － 3
河南町 － － － 宮崎県 1 6 -5
千早赤阪村 － － － 鹿児島県 1 2 -1

600        906        -306 沖縄県 3 5 -2

＜合計＞ 316 534 -218

転入 転出 増減
600 906 -306
316 534 -218
19 - 19

935 1,440 -505

国外

計

大阪府内　　計

大阪府内
大阪府外

大阪府外　　計

 
資料：平成27（2015）年国勢調査  

＜府内＞ ＜府外＞
転入 転出 増減 転入 転出 増減

大阪 大阪市 108 125 ▲ 17 北海道・東北 北海道 2 3 ▲ 1
豊能 豊中市 1 6 ▲ 5 岩手県 － 1 ▲ 1

池田市 － 5 ▲ 5 宮城県 － 1 ▲ 1
箕面市 1 2 ▲ 1 山形県 1 － 1
豊能町 － － 0 福島県 － 2 ▲ 2
能勢町 － － 0 関東 茨城県 － 8 ▲ 8

三島 吹田市 4 11 ▲ 7 栃木県 － 2 ▲ 2
高槻市 6 3 3 埼玉県 3 9 ▲ 6
茨木市 5 12 ▲ 7 千葉県 10 12 ▲ 2
摂津市 1 － 1 東京都 18 41 ▲ 23
島本町 － 1 ▲ 1 神奈川県 15 15 0

泉北 堺市 77 77 0 甲信 山梨県 2 1 1
泉大津市 22 16 6 長野県 2 3 ▲ 1
和泉市 17 22 ▲ 5 北陸 新潟県 － 1 ▲ 1
高石市 2 16 ▲ 14 富山県 1 2 ▲ 1
忠岡町 4 5 ▲ 1 石川県 － 3 ▲ 3

泉南 岸和田市 31 49 ▲ 18 福井県 1 7 ▲ 6
貝塚市 27 45 ▲ 18 東海 岐阜県 1 3 ▲ 2
泉佐野市 55 119 ▲ 64 静岡県 － 6 ▲ 6
泉南市 49 91 ▲ 42 愛知県 6 20 ▲ 14
阪南市 96 216 ▲ 120 三重県 9 8 1
熊取町 10 26 ▲ 16 近畿 滋賀県 5 14 ▲ 9
田尻町 7 5 2 京都府 6 32 ▲ 26

北河内 枚方市 3 6 ▲ 3 兵庫県 46 52 ▲ 6
寝屋川市 5 4 1 奈良県 23 30 ▲ 7
守口市 4 － 4 和歌山県 119 192 ▲ 73
大東市 4 1 3 中国 鳥取県 1 5 ▲ 4
門真市 1 1 0 島根県 4 5 ▲ 1
四條畷市 － － 0 岡山県 3 9 ▲ 6
交野市 － 1 ▲ 1 広島県 11 14 ▲ 3

中河内 東大阪市 23 10 13 山口県 1 2 ▲ 1
八尾市 5 5 0 四国 徳島県 2 5 ▲ 3
柏原市 3 1 2 香川県 － 3 ▲ 3

南河内 富田林市 2 9 ▲ 7 愛媛県 1 － 1
河内長野市 5 4 1 高知県 2 1 1
松原市 8 2 6 九州・沖縄 福岡県 7 2 5
羽曳野市 12 6 6 佐賀県 1 1 0
藤井寺市 － 1 ▲ 1 長崎県 － 6 ▲ 6
大阪狭山市 2 3 0 熊本県 5 － 5
太子町 － － 0 大分県 3 － 3
河南町 － － 0 宮崎県 1 6 ▲ 5
千早赤阪村 － － 0 鹿児島県 1 2 ▲ 1

600        906        ▲ 306 沖縄県 3 5 ▲ 2

＜合計＞ 316 534 ▲ 218

転入 転出 増減

600 906 ▲ 306
316 534 ▲ 218
19 - 19

935 1,440 ▲ 505

国外

計

大阪府内　　計

大阪府内
大阪府外

大阪府外　　計
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（７）流入、流出人口の動向 

流入、流出人口（通勤・通学者の動向）をみると、平成27（2015）年の国勢調査において、本町の

流入人口（他の区域から本町への15歳以上の通勤・通学者）は1,974 人で、流出人口（本町から他の

区域への通勤・通学者）は 4,722 人と、流入人口より多くなっています。 

府内では、大阪市（932 人）、泉佐野市（633 人）、阪南市（538 人）への流出が多くなっています。

泉南地域では、熊取町を除き、流入よりも流出が多い状況です。府外への流出は、和歌山県（869 人）

をはじめとした、近畿地方の他府県への通勤・通学者が 964 人おり、全体の 20.4％となっています。 

 

本町における市町村別流入、流出（15歳以上）人口 

 
資料：平成27（2015）年国勢調査  

総数 就業者数 通学者数 総数 就業者数 通学者数 総数 就業者数 通学者数 総数 就業者数 通学者数

1,484 1,125 359 3,668 3,164 504 490 484 6 1,004 884 120

大阪 大阪市 45 42 3 932 785 147 北海道・東北 福島県 － － － 1 － 1

豊能 豊中市 3 2 1 10 9 1 関東 茨城県 － － － 2 1 1

箕面市 － － － 6 5 1 埼玉県 － － － 1 1 －

三島 高槻市 2 1 1 3 2 1 千葉県 － － － 1 1 －

吹田市 2 2 － 38 21 17 東京都 1 1 － 14 14 －

茨木市 － － － 3 2 1 甲信・北陸 長野県 － － － 2 2 －

摂津市 1 1 － 3 2 1 新潟県 － － － 1 1 －

島本町 1 1 － － － － 富山県 － － － 1 1 －

泉北 堺市 38 35 3 275 235 40 石川県 － － － 2 1 1

泉大津市 24 19 5 82 74 8 福井県 － － － 3 3 －

和泉市 24 21 3 47 36 11 東海 愛知県 － － － 2 2 －

高石市 11 10 1 80 39 41 三重県 1 1 － 2 2 －

忠岡町 13 6 7 13 13 － 近畿 滋賀県 － － － 7 3 4

泉南 岸和田市 151 76 75 210 164 46 京都府 1 1 － 18 6 12

貝塚市 135 69 66 183 148 35 兵庫県 19 15 4 59 38 21

泉佐野市 176 115 61 633 581 52 奈良県 9 9 － 11 7 4

泉南市 204 153 51 412 381 31 和歌山県 456 454 2 869 796 73

阪南市 559 501 58 538 531 7 中国 鳥取県 － － － 1 1 －

熊取町 45 34 11 44 38 6 島根県 － － － 1 － 1

田尻町 23 14 9 35 35 － 広島県 － － － 2 1 1

北河内 枚方市 2 2 － 11 5 6 四国 徳島県 1 1 － － － －

寝屋川市 － － － 11 2 9 高知県 － － － 1 1 －

守口市 1 － 1 － － － 九州・沖縄 福岡県 － － － 1 1 －

大東市 2 2 － 2 － 2 長崎県 － － － 1 － 1

門真市 3 2 1 2 2 － 熊本県 2 2 － － － －

四條畷市 1 1 － 1 1 － 沖縄県 － － － 1 1 －

交野市 － － － － － － 50 43 7

中河内 東大阪市 4 3 1 42 25 17

八尾市 2 1 1 11 10 1

柏原市 1 1 － 6 2 4

南河内 富田林市 3 3 － 9 4 5

河内長野市 3 3 － 4 2 2

松原市 2 2 － 5 2 3

羽曳野市 1 1 － 5 3 2

藤井寺市 1 1 － 1 1 －

大阪狭山市 1 1 － 8 4 4

太子町 － － － － － －

河南町 － － － 3 － 3 総数 就業者数 通学者数 総数 就業者数 通学者数

千早赤阪村 － － － － － － 1,974 1,609 365 4,722 4,091 631

不詳・外国

府外総数府内総数

流入 流出流入 流出

総数

流入 流出
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流入人口 

 
資料：平成27（2015）年国勢調査  
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流出人口 

 
 

資料：平成27（2015）年国勢調査  
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２－４ 産業の状況  

（１）民営事業所数と従業者数の推移 

事業所数の推移をみると、平成 3（1991）年の 771 事業所をピークに、その後は減少傾向にありま

す。 

従業者数の推移をみると、平成 8（1996）年の 5,711 人をピークに、その後は減少傾向となってい

ます。 

 

民営事業所数と従業者数の推移 

 
資料：平成 18（2006）年までは事業所・企業統計、平成 21（2009）年と平成26（2014）年は経済センサス―基礎調

査、平成 24（2012）年と平成28（2016）年は経済センサス―活動調査 

 

（２）就業人口の推移 

従業地による就業人口の推移を見ると、平成 7（1995）年以降、急速に減少しています。 

また、産業別就業人口の推移をみると、各産業共に減少傾向にあり、特に第 2次産業の減少の割合が

大きくなっています。 

 

15 歳以上産業別就業人口（従業地による） 

 
資料：国勢調査  
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（３）男女別産業人口の状況 

男女別産業人口の状況をみると、男性は、建設業、卸売業・小売業、医療・福祉の就業者数が多い傾

向にあります。女性は、医療・福祉、卸売業・小売業の就業者数が多い傾向にあります。 

産業の就業者比率に対する特化係数（本町のＸ産業の就業者比率／全国のＸ産業の就業者比率）では、

男女共に漁業が最も高く、他の産業より抜きんでています。また、男性では、生活関連サービス業・娯

楽業、医療・福祉が続き、女性では、公務、複合サービス事業が続いています。 

 

男女別産業人口（従業地による） 

 
資料：平成27（2015）年国勢調査 

 

（４）年齢階級別産業人口の状況 

主な産業別に、年齢階級別の就業人口をみると、男女共に農業・林業、不動産業・物品賃貸業におけ

る 60 歳以上の就業者割合が高くなっています。今後の高齢化の進展によっては、急速に就業者数が減

少する可能性もあります。 
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本町の年齢階級別産業人口（従業地による） 

 
資料：平成27（2015）年国勢調査  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総数 男

女

農業・林業 男

女

漁業 男

女

鉱業・採石業・砂利採取業 男

女

建設業 男

女

製造業 男

女

電気・ガス・熱供給・水道業 男

女

情報通信業 男

女

運輸業・郵便業 男

女

卸売業・小売業 男

女

金融業・保険業 男

女

不動産業・物品賃貸業 男

女

学術研究、専門・技術サービス業 男

女

宿泊業・飲食サービス業 男

女

生活関連サービス業・娯楽業 男

女

教育、学習支援業 男

女

医療・福祉 男

女

複合サービス事業 男

女

サービス業（他に分類されないもの） 男

女

公務（他に分類されるものを除く） 男

女

分類不能の産業 男

女

15～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上
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３．人口の将来推計と分析  

３－１ 人口推計の概要  

（１）社人研推計準拠※による推計 

社人研推計準拠による推計では、平成 27（2015）年の国勢調査による人口 15,938 人が、令和 47

（2065）年では3,654 人にまで減少すると予測されています。 

 

社人研推計準拠による推計 

 
※社人研から発表された「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」の数値に基づき、総務省が

再計算した数値。 

 

【社人研推計準拠の概要】 

・主に平成22（2010）年から平成27（2015）年の人口の動向を勘案し将来の人口を推計。 

・移動率は、足元の傾向が続くと仮定。 

＜出生に関する仮定＞ 

・平成27（2015）年の全国の子ども女性比（15～49歳女性人口に対する0～4歳人口の比）と町の子ども女性比

との比をとり、概ね維持されるものとして令和２（2020）年以降を仮定。 

＜死亡に関する仮定＞ 

・55～59歳→60～64歳以下では、全国と大阪府の平成22（2010）年→27（2015）年の生残率の比から算出さ

れる生残率を町に対して一律に適用。60～64歳→65～69歳以上では、上述に加えて、大阪府と町の平成12

（2000）年→22（2010）年の生残率の比から算出される生残率を適用。 

＜移動に関する仮定＞ 

・平成22（2010）年～27（2015）年の国勢調査（実績）などに基づいて算出された移動率が、令和22（2040）

年以降継続すると仮定。なお、15～19歳→20～24歳については、別途仮定値を設定。 
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（２）人口減少の段階 

人口減少は、大きく分けて「第1段階：老年人口の増加」「第 2段階：老年人口の維持・微減」「第 3

段階：老年人口の減少」の 3つの段階を経て進行するとされています。 

社人研推計準拠による推計の結果では、本町の人口減少段階は、平成27（2015）年には「第2段階：

老年人口維持・微減」に既に入っており、令和 7（2025）年には「第 3 段階：老年人口減少」に入る

と予想され、全国と比較して、人口減少は早く進むと見込まれます。 

 

人口減少の段階 

第１段階 
老年人口増加 

生産・年少人口減少 

第２段階 
老年人口維持・微減 

生産・年少人口減少 

第３段階 
老年人口減少 

生産・年少人口減少 

 

本町の人口減少段階 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

人口(人) 指数 人口(人) 指数 人口(人) 指数 人口(人) 指数 人口(人) 指数

総　数 15,938 12,813 80.4 9,875 62.0 7,396 46.4 5,354 33.6 3,654 22.9

0～14歳 1,567 986 62.9 659 42.0 473 30.2 321 20.5 209 13.4

15～64歳 8,559 6,529 76.3 4,574 53.4 2,860 33.4 2,006 23.4 1,400 16.4

65歳以上 5,812 5,299 91.2 4,642 79.9 4,062 69.9 3,028 52.1 2,044 35.2

人口減少段階 第２段階

令和37
（2055）

令和47
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３－２ 総人口、年齢区分別人口の推計  

（１）将来人口のシミュレーション 

次に、将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度を分析するため、社人研推計準拠による推計の

データを用いて以下のシミュレーションを行いました。 

 

シミュレーション1 社人研推計準拠において、合計特殊出生率が令和12（2030）年までに人口

置換水準（人口を長期的に一定に保てる水準である2.07）まで上昇したと仮

定した場合 

シミュレーション2 社人研推計準拠において、合計特殊出生率が令和12（2030）年までに人口

置換水準（2.07）まで上昇し、かつ人口移動が均衡したと仮定した場合（転

入・転出数が同数となり、移動がゼロとなった場合） 

 

本町の人口推計結果（シミュレーション1、2） 
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３－３ 将来人口の推計と分析  

（１）人口増減率 

シミュレーションの結果を用い、年齢3区分別人口ごとに平成27（2015）年と令和 27（2045）年

の人口増減率を算出すると下表のとおりとなります。 

「0～14歳人口」では、社人研推計準拠と比べ、シミュレーション1（出生率上昇）減少率は小さく

なっており、シミュレーション 2（出生率上昇＋移動ゼロ）では増加しています。「15～64歳人口」、「65

歳以上人口」では、シミュレーション 2（出生率上昇＋移動ゼロ）の減少率が他と比べ小さくなってい

ます。 

 

推計結果ごとの人口増減率 

 

 

 

（２）年齢３区分別人口比率及び老年人口比率 

社人研推計準拠による推計では、令和 27（2045）年を超えても老年人口比率は上昇を続けますが、

シミュレーション 1（出生率向上）、2（出生率＋移動ゼロ）では、合計特殊出生率が令和 12（2030）

年までに人口置換水準（2.07）まで上昇すると仮定していることから、令和32（2050）年ごろから人

口構造における高齢化が抑制され、その後、老年人口比率は低下します。 

  

うち0～4歳

平成27
（2015）

国勢調査実績値 15,938 1,567 377 8,559 5,812 1,270

社人研推計準拠 7,396 473 125 2,860 4,062 414

シミュレーション１
(出生率上昇)

8,474 1,104 324 3,307 4,062 524

シミュレーション２
(出生率＋移動ゼロ)

11,764 1,722 568 5,539 4,503 907

0～14歳 15～64歳 65歳以上
20～39歳
女性人口

総人口

各年齢区分の人口

令和27
（2045）

うち0～4歳

社人研推計準拠 -53.6% -69.8% -66.9% -66.6% -30.1% -67.4%

シミュレーション１
(出生率上昇)

-46.8% -29.5% -14.2% -61.4% -30.1% -58.7%

シミュレーション２
(出生率＋移動ゼロ)

-26.2% 9.9% 50.6% -35.3% -22.5% -28.5%

総人口 0～14歳

平成27（2015）
→令和27（2045）

の増減率

15～64歳 65歳以上
20～39歳
女性人口
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平成27（2015）年から令和47（2065）年までの 

総人口・年齢3区分別人口比率 

 

 

老年人口比率の推計 

 
  

平成27
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令和7
（2025）

令和12
（2030）

令和17
（2035）

令和22
（2040）

令和27
（2045）

令和32
（2050）

令和37
（2055）

令和42
（2060）

令和47
（2065）

15,938 14,383 12,813 11,299 9,875 8,570 7,396 6,337 5,354 4,453 3,654

9.8 8.5 7.7 7.1 6.7 6.5 6.4 6.2 6.0 5.8 5.7
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36.5 39.7 41.4 43.9 47.0 52.0 54.9 56.1 56.6 55.8 55.9

75歳以上人口比率 17.3 21.6 26.0 28.3 28.6 30.3 33.3 38.6 41.1 40.9 39.9

シミュレーション１
(出生率上昇)

15,938 14,505 13,121 11,841 10,636 9,512 8,474 7,512 6,600 5,769 5,042

9.8 9.3 9.9 11.4 12.2 12.7 13.0 13.4 13.9 14.4 15.4
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75歳以上人口比率 17.3 21.4 25.4 27.0 26.5 27.3 29.1 32.5 33.3 31.6 28.9

シミュレーション２
(出生率＋移動ゼロ)

15,938 15,218 14,477 13,769 13,028 12,331 11,764 11,261 10,777 10,351 10,004
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４．人口減少、地域経済縮小の克服に取り組む基本的視点  

 

４－１ 分析のまとめ  

本町においては、昭和 55（1980）年をピークとして人口が減少し続け、将来も人口減少が継続する

と予想されます。 

平成 7（1995）年に年少人口が老年人口を下回り、その差はますます開いており、今後何も手を打た

なければ、令和 27（2045）年には 65 歳以上の高齢者 1.42 人を生産年齢人口 1 人で支えることにな

ります。 

自然動態については、出生数が昭和 55（1980）年以降減少し続けるのに対し、死亡数は増加し続け、

昭和63（1988）年には死亡数が出生数を上回る自然減に転じています。合計特殊出生率は、泉南地域

では最も低く、大阪府や全国と比較しても大きく下回っており、人口の増加につながらない要因となっ

ています。 

社会動態については、転出数が転入数を上回る転出超過の状況となっています。 

人口移動を年齢階級別にみると、大学などへの進学、就職、結婚などに伴う 10 代後半から 30 代前

半の転出超過に対して、リタイヤ層のＵターンなどに伴う50～70代男性の転入超過が見られ、子育て

世代の定住が少ない状況となっています。 

将来人口推計について、社人研推計準拠による推計によると、令和 27（2045）年に本町の総人口は

7,396 人となります。この中で20～39 歳の女性人口に着目してみると 414人となり、平成 27（2015）

年から 30%以上減少します。 

本町の人口減少は日本全体、大阪府全体に比べ、かなり早く進むと予想されます。人口減少に歯止め

をかけるには長い期間を要します。少しでも早く効果的な施策を打つことが、人口減少克服に求められ

ます。 
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４－２ 基本的視点  

人口減少が招く人口構造の変化は、コミュニティ機能の低下による地域のにぎわいの喪失、地域経済

活動の低下、税収の減少と社会保障費の増大などが予想されます。また、次代の担い手となるべき年少

人口が少なくなっていくことで、今後この流れはさらに加速していくと予想されます。 

 

 

 
 

 

 

人口の現状や将来人口推計の分析をふまえ、本町の人口減少克服に向けた方向性を提示します。 

本町では、中長期的な視点に立って自然増を目指し、併せて「転出の抑制」と「転入の促進」を施策

の方向性として人口の維持を目指し、人口構造を変えていきます。 

このため雇用対策や子育て支援などに取り組み、若い世代の結婚・子育てなどに関する希望を実現す

ることで、子育て世代の定住と転入を促進します。また、次代を担っていく子どもたちが「このまちに

生まれてよかった、住んでよかった」と思えるよう愛着と誇りの持てるまちづくりを進め、若い世代が

定住する活力ある本町の実現を目指します。 

さらに自然に囲まれた生活を希望する都市居住者の Iターンを促進し、転入と転出の均衡を目指しま

す。 

  

コミュニティ 
機能の低下 

基礎的な 

コミュニティ 

機能の低下 

地域文化の 

伝承の途絶 

地域経済活動 
の低下 

 地域経済の縮小、
産業の衰退 

公共交通機関

の重要性増大 

高齢化の伸展に
よる公共交通機
関の重要性増大 

減少する歳入

と増加する住

民の負担 

高齢者の増加に
よる社会保障費

の増加 

公共施設等のイ
ンフラに係る維
持管理及び補修
費用の負担増加 

人 口 減 少 の 影 響 
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５．人口の将来展望  

 

人口の現状や将来人口推計の分析などをふまえ、本町が目指すべき将来人口を展望します。 

 

 人口の将来展望 

長期目標 

令和 27（2045）年 

合計特殊出生率が令和22（2040）年までに1.36（2019 年の日本全体の

合計特殊出生率）になるように緩やかに上昇し、かつ人口移動が均衡する

（転入・転出数が同数となり、移動がゼロとなる） 

 

本町が戦略的に推進する人口減少克服の取組や国及び大阪府の施策でもたらされる効果によって合

計特殊出生率の向上と社会動態の均衡を目指し、約 3,700 人の増加を見込みます。 

 

人口の将来展望 
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また、社人研推計準拠による推計では、本町の高齢化率（65歳以上人口比率）は、令和 27（2045）

年には 54.9％まで上昇する見通しですが、町の施策を着実に実現することによって、49.5％まで低下

すると見込みます。 

 

高齢化率の将来展望 

 
 

年齢３区分別人口の将来展望 
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